
事業事前評価表 （技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 22 年 6 月 28 日 

担当部・課：農村開発部水田地帯第 1課 

１．案件名 

国名：カンボジア国 

案件名：トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェクト 

 Agricultural Productivity Promotion Project in West Tonle Sap (APPP) 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 本案件は、カンボジア国バッタンバン州、プルサット州、コンポンチュナン州の対象

地域において、1．普及員の能力向上、2．営農改善に関するコミューンの活動促進、3．

農家の生産技術改善、4．優良種子の生産・配布促進、 5．農家に裨益する農産物の流通

改善促進を行うことにより、対象農家の生産性及び所得が向上することを目的とする。

（２） 協力期間: 2010 年 10 月から 2015 年 3 月まで（54 ヶ月） 

（３） 協力総額（日本側）：4.4 億円 

（４） 協力相手先機関  

・農林水産省農業総局 General Directorate of Agriculture (GDA), Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries (MAFF） 

・同省バッタンバン州、プルサット州、コンポンチュナン州農業局 Provincial 

Department of Agriculture (PDA) of Battambang, MAFF, PDA of Pursat, MAFF, PDA 

of Kampong Chhnang, MAFF  

（５） 国内協力機関  

・農林水産省 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

・農林水産省農業総局の職員 1 名、対象州農業局(下の通り)の職員 10 名程度、郡農業

事務所所属の普及員 22 名、対象コミューン1(下の通り)、対象コミューンに居住する

デモ農家約 600 戸と一般農家約 20,000 戸 

・対象州農業局：バッタンバン州、プルサット州、コンポンチュナン州 

・対象コミューン：36 コミューン（バッタンバン：9郡 30 コミューン、プルサット：2

郡 4コミューン、コンポンチュナン：1郡 2コミューン） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点   

カンボジア（以下、「カ」国）は一人当たり GDP が US$711（世銀、2008 年）と周辺国に比

べ低く、今なお 30％の人口が貧困層に属している（世銀、2007 年）。「カ」国の人口の約 60％

以上が従事すると言われる農業は、GDP の 34.4％を担う重要な位置を占めており（2008 年、

MAFF）、安定的な経済発展のためには農業生産性の向上が重要課題となっている。 

「カ」国農林水産省は、コミューンごとに農業ポテンシャルを分析し、分析結果に基づき

地域に適した農業技術を普及させる取り組み(アグロエコシステム分析：Agro-Ecosystem 

Analysis: AEA）をコミューン単位で全国で段階的に進めているが、普及担当機関の人員、

予算、能力等の不足により AEA を実施したコミューンは限られており、また農業普及サービ

                                                  
1 「カ」国の行政単位は、州－郡－コミューンとなっており、コミューンは最小の行政単位。 



スを受けている農家は約 1％にすぎない状況にある。こうした中、「カ」国政府から我が国

に「バッタンバン農業生産性強化計画（Battambang Agricultural Productivity Enhancement 

Project: BAPEP）」が要請され、農業生産のポテンシャルが高く農業生産において国内で重

要な位置を占めるバッタンバン州内のコンピンプイ灌漑地区(対象 10 村、2,850ha)をモデル

地区として 2003 年から 2006 年まで実施された。BAPEP では優良種子生産を核とした営農体

系の確立、バッタンバン州農業局の職員による農家への生産技術指導を行い、協力農家の収

量が大きく向上するなど対象地区の農業生産性強化に貢献した。 

この成果を踏まえ、「カ」国政府より「バッタンバン農村地域振興開発計画（Battambang 

Rural Area Nurture and Development Project: BRAND）」が要請され、2006 年 11 月から 2010

年 3 月までバッタンバン州内の 4郡 4コミューン（23 村）を対象に実施された。BRAND では

BAPEP から対象地域を拡大し、州農業局のみならず郡農業事務所も巻き込んで普及システム

を強化した。農家への農業普及サービスの充実を図ることを目的として、対象コミューンに

おいて AEA を実施し、農業ポテンシャルと農家の普及ニーズに合致した普及計画の策定、改

善された生産技術と普及手法に基づいた普及活動を実施し、プロジェクト後半からは農業生

産・流通に関係している民間セクター、農家、行政組織間の連携強化を通じ付加価値の高い

農産物を流通させる仕組み作りに取り組んだ。 

 BRAND では、シンプル且つ低コストな生産技術（種子選別、施肥等）をデモ農家の圃場を

利用し、Farmers’Field Day (FFD)という周辺の農家に分かりやすい形で提示した。ここで

示された技術は多数の農家に受け入れられ、技術を適用した農家の収量増加、播種量減少等

の成果を上げた。しかし、BRAND では試行錯誤の末に改善された普及技術・手法の確立に至

っており、プロジェクト期間内に普及した地域はバッタンバン州内全 14 郡のうち 4 郡（全

37 コミューン）の 4 コミューンに留まっている。また組織間の連携によって生まれた付加

価値の高い農産物も、技術不足のため品質が確保できず、また共同生産・出荷の体制が整っ

ていないことから、安定的な生産や販路の確保にはまだ至っていない。現状では普及実施能

力（技術力・普及ノウハウ）を十分に有する普及員が不足しており、バッタンバン州内の 4

郡から州内全域に自力で拡大することは困難である。従って、本案件で州内全域（畑作中心

の 5郡を除く 9郡）の普及員が研修とデモ農家の圃場での実践を通じ普及実施能力を向上さ

せることで、BRAND で有効性が実証された技術の普及を定着させ面的に拡大させることが必

要である。また、優良種子生産・配布を促進して農産物の品質向上を図ると同時に関係組織

間の連携強化をさらに進めることで、生産面での改善が流通促進を通じ収入の向上に結びつ

く仕組みを強固なものにすることが必要であるため、「カ」国政府は本案件を我が国に対し

要請した。本案件では、普及員の普及実施能力向上を通じ過去の協力の成果の定着と拡大を

目指す。そのために、普及員が所属する郡農業事務所の上位に位置する州農業局の普及担当

職員が普及員に技術支援を行えるよう、州農業局職員に対する研修をまず行う。（ただし、

普及活動予算が限られている「カ」国の現状においては普及員のみの能力向上では持続性を

確保しにくいため、普及員がデモ農家を育成し農家間普及の効果を見込む。） 

なお、バッタンバン州の近隣に位置し農業生産のポテンシャルが高いプルサット州及びコ

ンポンチュナン州も本案件の支援対象地域として要請された。この 2州については営農分野

の協力が初めてであり州農業局職員及び普及員の人材育成に時間を要すると考えられるこ

とから、州内の対象コミューン数を限定し実施することとする。対象コミューン選定に際し

                                                                                                                                                            
2 「5. 5 項目評価による評価結果」（１）妥当性を参照。 



ては他の JICA プロジェクト2と連携可能であることを選定基準とし、限られたコミューン数

であっても高い効果が得られるような仕組みに配慮する。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

「カ」国の「国家戦略開発計画（National Strategic Development Plan: NSDP 2006-2010)」

(2005 年 12 月）において成長のための最重要課題として農業セクターの強化が挙げられて

いる。また、「農業セクター戦略開発計画 (Agricultural Sector Strategic Development 

Plan 2006-2010)」においても、旱魃や洪水などの自然災害に対して脆弱な農業から、灌漑・

水セクターとの連携によって一層効果的な生産を行い貧困削減と経済成長を目指すとして

いる。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

 我が国の「対カンボジア事業展開計画」では、農村開発課題への対応方針として、「『農

業と水戦略』の実現を目指し、我が国の技術優位性及び協力実績を踏まえて、『水資源・灌

漑開発管理プログラム』及び『農業普及・流通改善プログラム』の2プログラムにより、農

業開発に必要な人材・組織・制度の強化と施設整備を支援していく」ことが明記されてい

る。 

   JICA国別援助実施方針では、開発課題「農業・農村開発」の「農業普及・流通改善プロ

グラム」の中心案件に位置付けられる。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値  

【プロジェクト目標】：トンレサップ西部 3 州の対象地域3においてプロジェクト活動に

参加した農家の生産性及び所得が向上する。 

【指標】1. デモ農家の農産物の単収が X％以上増加する4。 

2. FFD に参加した農家の農産物の単収が X％以上増加する。 

3．デモ農家の農業所得が増加する。 

4．FFD に参加した農家の農業所得が増加する。 

    ※デモ農家は約 600 戸、FFD 参加農家は約 20,000 戸を予定している。 

 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】：トンレサップ西部 3 州の対象地域において農家の生産性及び所得が向上

する。 

【指標】1．対象地域の農家の農産物の単収が X％以上増加する。 

  2．対象地域の農家の農業所得が増加する。 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

                                                  
3 バッタンバン州、プルサット州、コンポンチュナン州の各州内対象コミューンを指す。 
4 現時点で確定していない指標の目標値はプロジェクト開始後 1年以内に設定する。 



① 成果 1 普及員の普及実施能力が向上する。 

【活動】1-1. BAPEP、BRAND で構築・利用されてきたマネジメント体制及び現場の技術

をレビュー、整理する。 

1-2. 州農業局職員及び普及員に対する研修カリキュラムを作成する。 

1-3. 州農業局職員対し研修を実施する。 

1-4. 普及員に対し州農業局職員が研修を実施する。 

【指標】1-1. カウンターパートの支援の下、22 名以上の普及員が、1 人当たり年間 12

以上のデモ農家の圃場において FFD を実施できる。 

1-2. 優良種子に関し、圃場審査及び種子検査ができる5普及員が半数以上とな

る。 

1-3．普及員による普及サービスに対するデモ農家の満足度が平均 X 以上6とな

る。 

② 成果 2 営農改善に関するコミューンの活動が促進される。 

【活動】2-1. 州農業局の協力の下、コミューンごとに AEA を実施し対象地域の現状を

把握する。 

2-2. AEA の結果を踏まえ、FFD 実施計画の作成を支援する。 

2-3. 女性グループ、水利グループ、その他農民組織を通し FFD 実施計画の実

施・モニタリング・改善を支援する。 

2-4. 農業関連活動のコミューン開発計画へ組込みを支援する。 

【指標】2-1. 作成された FFD 実施計画のうち X以上が実施される。  

2-2. 対象コミューンの半数以上において、コミューン開発計画に農業関連活

動が含まれる。 

③ 成果 3 農家の生産技術が改善される。 

【活動】3-1. デモ農家を決定する。 

3-2. 普及員が対象コミューンのデモ農家に対し FFD を実施する。 

3-3. デモ農家が周辺農家に対し実施する FFD を普及員が支援する。 

3-4. 収量、播種量等 FFD の効果を測定するインパクト調査を実施する。 

【指標】3-1. FFD 参加農家のうち半数以上が普及された技術のうち少なくとも 1種類を

適用する。 

④ 成果 4 優良種子の生産・流通が促進される。 

【活動】4-1. 優良種子の品種を選定する。 

4-2. 普及員が優良種子生産グループ7に対し技術指導を行う。 

4-3. 普及員が優良種子圃場のモニタリングを定期的に実施する。 

4-4. 優良種子の効果的な販売を支援する。 

【指標】4-1. 優良種子が 2014 年までに年間 100 トン以上生産される。 

                                                                                                                                                            
5 圃場における農産物の栽培状況の確認及び収穫後の種子の品質の確認について、プロジェクト開始後

に定められる基準に基づいた判断と技術指導ができることを指す。 
6 協力期間中にレーティング・スケールを設定した上で、デモ農家に対しアンケートを行い、満足度の

レーティングを行う。 
7 優良種子生産グループは現在バッタンバン州に 2グループ、プルサット州に 1グループ確認されてい

る。 
8 活動 5-1 及び 5-2 は、農家に裨益する流通の仕組みを作るために、契約生産、商品としての規格基準

設定、認証システム検討、パッケージング改善等の取組みとそれにかかる関係者の情報共有・意見

交換の場の設定を支援するものである。 



4-2. 優良種子利用者が 1,000 名以上となる。 

⑤ 成果 5 州政府、民間セクター、農家等の協働により、農家に裨益する農産物の流通改

善が促進される。 

【活動】5-1. 農産物の流通改善に関する州政府、民間セクター、農家等の連携強化を

支援する。8 

5-2. 農産物の効果的な販売を支援する。 

5-3. 効果的な取組みについて本省及び 3 州の間でセミナー等により情報共有

を行う。 

【指標】5-1. 優良種子利用による農産物の対象 3 州及びプノンペンにおける流通量の

合計が 2014 年までに年間 Xトン以上になる。 

5-2. 18 以上の農家グループが農業資材の共同購入、または農産物の共同出荷

または共同販売を行う。（バッタンバン州のみ対象） 

 

（３）投入（インプット） 

① 日本側（総額 4.4 億円） 

専門家派遣： 

（長期）チーフアドバイザー/流通改善、営農、コミュニティ開発/普及、業務調整/

研修 

（短期）種子改善、土壌など必要に応じ派遣 

供与機材：プロジェクト車両、バイク、研修機材 

研修員受入：カウンターパート研修 

② 「カ」国側 

カウンターパート：農業総局から 1名、対象 3州の州農業局から数名。 

オフィススペース：プノンペン、バッタンバンの 2箇所。水道代、電気代等含む。 

 

（４）外部要因（満たされるべき前提条件と外部条件） 

   前提条件 

・対象コミューンに普及員が配置される。 

・対象コミューンに重大な紛争が起きない。 

  成果（アウトプット）達成のための外部条件 

・研修を受けた普及員が該当職務に従事し続ける。 

  プロジェクト目標達成のための外部条件 

・激しい天候不順が起こらない。 

・農産物の物価水準が維持される。 

  上位目標達成のための外部条件 

・対象地域において普及活動が実施される。 

・対象地域において優良種子の生産が実施される。 

・対象地域において農産物の流通促進が実施される。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

  以下の理由により、妥当性は高い。 



 【対象国地域のニーズとの合致】 

・「カ」国において農業普及サービスを受けている農家は約 1％に限られ、農民一人当た

りの付加価値生産額が低位にあるため、本案件が目指す改善された生産技術と優良種

子による農産物の生産性及び品質の向上、流通促進によるマーケットへのアクセス向

上は「カ」国の現状の改善に貢献する。 

・「カ」国では人口の約80.5％、貧困人口の92％が農村部に居住しており（2009年、ADB）、

本案件が目指す農家の収入増加は、農村社会の現状に即し、状況改善に寄与する。 

・本案件で用いられる生産技術は BAPEP や BRAND を通し開発されてきたものであり、追

加費用がかからずシンプルな技術であるという点で農家のニーズに合致している。 

・対象 3 州は「カ」国内でも農業生産のポテンシャルが高い地域であるが、基礎的な生

産技術の情報が農家に行き届いていないために現状ではそのポテンシャルを活かしき

れておらず、本案件での改善技術の普及による高い効果が見込まれる。バッタンバン

州については BAPEP、BRAND からの人材とネットワークの蓄積があるため活動の拠点と

して適切であり、また他 2 州については本案件で州内全域はカバーできないものの、

現在実施中の技術協力プロジェクト「流域灌漑管理及び開発能力改善プロジェクト

(TSC3）」及び案件形成中の有償資金協力による灌漑事業と対象地域を重ねることで、

高い展示効果とプロジェクト活動外での普及の拡大可能性が見込めるため、対象地域

としての妥当性は高い。 

【対象国政策との整合性】 

・「カ」国 NSDP 2006-2010 では、成長のための最重要課題として農業セクターの強化が

挙げられている。 

・「カ」国の「農業セクター戦略的開発計画：2006-2010」の農業と灌漑・水セクターを

連携させて貧困削減と経済成長を目指す戦略に対し、前述のとおり本案件を我が国の

灌漑セクターの 2案件と連携させて実施する方向性は一致する。 

【日本の対カンボジア支援方針との整合性】 

 ・本案件は、我が国の「対カンボジア事業展開計画」及び JICA の国別援助実施方針との

整合性が高い。 

 

（２） 有効性 

  以下の理由により、有効性が高いと見込まれる。 

【プロジェクト目標と成果との関連性】 

  ・本案件では、プロジェクト目標で目指す農業の生産性と収入向上のための仕組みを達

成するため、栽培から販売まで一貫した技術支援及び関係組織の運営支援を行い、対

象地域の農業の実情を踏まえ農村の状況を改善することに貢献するとともに、販売な

ど流通促進支援を通して収入増加に繋がる仕掛けとなっており、農家のインセンティ

ブ喚起と相乗効果を発揮しプロジェクト目標達成が見込まれる。 

 ・FFD 等の普及手法は農家の技術へのアクセスの容易さに配慮しており、農家の参加を促

進しやすいという点でプロジェクト目標達成に寄与する。 

【プロジェクト目標と外部条件との関連性】 

 ・外部条件の「激しい天候不順がない」については「カ」国での大旱魃は、約 5 年に 1

回と予測され、プロジェクト目標の達成を妨げる可能性は小さい。また、対象地域の



一部は雨期の補給灌漑地であり、旱魃の影響をさらに小さくすることができる。 

 

（３） 効率性 

  以下の理由により、効率性は高いと見込まれる。 

【地域現状に即した投入】 

・本案件では、研修機材以外の機材投入は計画されていない。農家にとって応用可能な

適正技術を中心に指導することで、効率性も高く保つ計画となっている。 

【BRAND や BAPEP での成果の利用を前提にして期待できるコスト削減と高達成率】 

・本案件では、BAPEP 及び BRAND で育成された人材（州農業局職員や普及員）が新しく加

わるカウンターパートに対して指導的な役割を果たすことにより、長期専門家１人当

たりデモ農家数を 150（長期専門家 4 人でデモ農家展開予定数 600）へ、BRAND の 1 人

当たり 12 デモ農家(終了時評価時 36）の約 8 倍以上に拡大することができ、最終的に

約2万の一般農家がFFDに参加し裨益対象となる効率性の高い普及計画となっている。

・デモ農家での FFD で指導する生産技術項目についても BAPEP 及び BRAND で得られた知

見や教訓をレビューしカリキュラムを策定することで、効率的に推進できる。 

・成果 2から 4については BAPEP や BRAND での成功事例や教訓を活かして実施されるた

め、特に大きな阻害要因が見込まれない。下に述べる 7．過去の類似案件からの教訓の

活用からも、デモ農家から周辺農家への普及率 80％は適切な設定であると考えられる。

【外部条件との関連性】 

・外部条件の「研修を受けた普及員が該当職務に従事し続ける」については BRAND では

普及員の異動が殆どなかったため、本案件でも同様な協力体制を見込むことができる。

・外部条件の「農産物の物価水準が維持される」については国際的な食糧不足傾向から

国際価格急落の可能性は低いと考えられるが、「カ」国の国内市場においては国際市

場よりも変動する可能性がある。 

 

（４）インパクト 

   正のインパクトが以下のとおり見込まれる。 

  【予想される波及効果】 

・BRAND で農家自身が有効な技術を自主的に普及した FFD など参加型手法を用いる普及方

法を本案件でも活用することから、プロジェクト期間中に技術を身につけた農家から

プロジェクト終了後に周辺農家に技術の波及が進む可能性が高い。 

 

（５）自立発展性 

  以下の理由により、自立発展性が高いと見込まれる。 

  【組織運営面】 

・本案件に対する「カ」国側のオーナーシップは高く、農業総局によるプロジェクトの進

捗状況の経常的なモニタリング、プロジェクト運営への積極的な関与、バッタンバン

州農業局関係者による他の 2 州に対する知見や経験の共有等によりプロジェクトの自

立発展が期待できる。 

・成果 4に関し、「種子法」細則 (Sub-decree)制定の実現性が低いため、現時点では「優

良種子の生産・配布の促進」を行う組織の運営やその活動状況、生産される種子の品



質について行政からの検査が期待できないが、活動 4-3 のモニタリングなどの項目を

組み込みコミューンレベルでの活動の促進とそれを組織運営面でサポートする体制を

構築することで、住民による活動の継続を見込んでいる。 

【財政面】 

・ 州農業局によると、現場の普及員の活動に必要な手当（バイク等の移動手段および燃

料費）は殆ど支給されていないようであるが、本案件では、FFD を通し農家が主体とな

って生産技術普及を行うシステムを導入することにより、公的資金の投入による普及

員の活動がたとえ停滞しても、現場での生産技術普及が農民主体で行われる可能性が

ある程度維持され、自立発展性が見込まれる。またコミューンチーフや村長等を主に

デモ農家として選定することで、周囲への普及の継続性と展示力の高さを確保する。

・ FFD の内容は案件開始時に実施される AEA の結果を踏まえ地域の状況とニーズの合致

したものとなるため、プロジェクトの支援によりコミューン開発計画に組み込まれる

可能性が高いと考えられ、普及活動費の持続的確保を狙っている。 

  【適正技術の活用】 

・本案件で用いられる技術は BAPEP や BRAND で費用がかからず農家が受け入れやすいこと

が検証されており、プロジェクト終了後も農家自身が活用できるものである。 

・本案件では州農業局職員に対しても研修を実施し、州農業局職員が普及員のモニタリン

グを担うこととなっており、普及員への技術支援の持続性も確保される。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

・「カ」国では人口の約 80.5％、貧困人口の 92％が農村部に居住しており、本案件が目指

す農家の収入増加は貧困層の状況改善に寄与する。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

・BRAND では対象コミューンにおいて AEA を実施し、対象地域の実情に沿った生産技術及

び普及手法による柔軟で積極的な活動が評価されており、本案件でも対象コミューンの

うち「カ」国側により実施されていないものについては AEA の実施を予定している。「カ」

国側により実施済のものについては、必要に応じ情報のアップデートを行う。 

・デモ農家から周辺農家への普及率や普及体制の設計を検討する際に BAPEP、BRAND に加

えて JICA が過去に他国で実施したプロジェクトでの実績を踏まえて検討を行い、「カ」

国側のキャパシティを踏まえた規模の普及活動を計画している。(パプアニューギニア

国「小規模稲作振興計画プロジェクト」、フィリピン国「高生産性稲作技術の地域展開

計画プロジェクト」、東ティモール国「マナツト県灌漑稲作プロジェクト」） 

８．今後の評価計画 

   ・ベースライン調査：案件開始時～半年間程度（2010 年 10 月から 2011 年 3 月頃） 

・中間レビュー：案件開始 2年半後 (2013 年 4 月頃） 

   ・終了時評価：案件開始 4年後 (2014 年 11 月頃) 

・事後評価：案件終了 3年後（2018 年を予定） 
   


